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〜⾷品ロス半減に向けて〜
⾷品関連業界編
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〇 我が国の⾷品ロスは５２３万トン。(農林⽔産省・環境省｢令和３年度推計｣)
〇 ⾷品ロスのうち事業系は２７９万トン、家庭系は２４４万トンであり、
⾷品ロス削減には、事業者、家庭双⽅の取組が必要。

1.⾷品廃棄物等の発⽣状況と割合

2.⾷品ロス量の推移と削減⽬標

〇2030年度に、2000年度と⽐べ、家庭系⾷品ロス量、事業系⾷品ロス量いずれも半減できる
よう取組を推進。

( )内の数字は2000年度⽐率

(農林⽔産省、環境省推計)

(単位：万トン)

(出所)消費者庁｢⾷品ﾛｽ削減関係参考資料｣

(出所)消費者庁｢⾷品ﾛｽ削減
関係参考資料｣



３.関連各省庁の取組

〇2015年に国際連合総会において持続可能な開発のための2030アジェンダ(Sustainable
 Development Goals(SDGs))が採択され、⽬標12の中で、「2030年までに⼩売・消費レベ
ルにおける世界全体の⼀⼈当たりの⾷料の廃棄を半減させ、収穫後損失などの⽣産・ｻﾌﾟﾗﾁｪｰ

 ﾝにおける⾷料の損失を減少させる」ことが、国際的な共通の⽬標として明確に⽰されました。

〇⽇本においては、SDGsの⽬標も踏まえ、⾷品関連事業者及び家庭から排出される⾷品ロスに
 ついて、共に2000年度⽐で2030年度までに半減させることとしています。
｢事業系の⾷品ロスについて、⾷品循環資源の再⽣利⽤等の促進に関する基本⽅針
(令和元年財務省、厚⽣労働省、農林⽔産省、経済産業省、国⼟交通省、環境省告⽰第1号)。
家庭系について、第四次循環型社会形成推進基本計画(平成30年6⽉19⽇閣議決定)。｣

〇このため、予算付けを⾏い関連省庁が連携して様々な施策を実施しています。
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(出所)消費者庁｢⾷品ﾛｽ削減関係参考資料｣
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〇事業系⾷品ロスの発⽣要因は、いわゆる３分の１ルール等商習慣や消費者の過度な鮮度志
 向など。⾷品ロス削減に向けて、製造・配送・販売の連携や消費者の理解の促進など全体での
 取組が必要。

〇家庭系⾷品ロスの発⽣要因は、作りすぎや賞味期限切れによる廃棄など。⾷⽣活における適量
 の⾷材購⼊や⾷事量の調整など消費者への啓発が必要。

４.フードサプライチェーンでの⾷品ロスの発⽣要因と課題・対策
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①商慣習の⾒直し

〇過剰在庫や返品等によって発⽣する⾷品ロス等はフードチェーン全体で解決する必要。
〇このため、製造・卸売・⼩売の話し合いの場である｢⾷品ロス削減のための商慣習検討ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑ」を設置。
〇2012年度から常温流通の加⼯⾷品は｢納品期限の緩和｣、｢賞味期限の年⽉表⽰化｣、｢賞味期限の延
 ⻑｣を三位⼀体で推進。

(出所)消費者庁｢⾷品ﾛｽ削減関係参考資料｣

(出所)農林⽔産省｢⾷品ロス及びﾘｻｲｸﾙをめぐる情勢｣
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(出所)農林⽔産省｢⾷品ロス及びﾘｻｲｸﾙ
をめぐる情勢｣

(出所)農林⽔産省｢⾷品ロス及びﾘｻｲｸﾙをめぐる情勢｣
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〇⼩売業者は、クリスマスケーキや恵⽅巻などイベント商品について需要に⾒合った販売に⼼掛けたうえで
⾷品ロスに向け、消費者庁などが⽤意したポスターなど活⽤し、下記のような啓発活動を実施。⼩売業
者に取っては、経営⾯での改善策の⼀環とも捉えられるため、親和性のある活動となっている。

① ｢てまえどり｣の奨励
② ⾒切り品の値引き販売
③ 売り切り平台の活⽤…賞味期限が迫っている商品を集約し買いやすい売場作り
④ フードバンク活動

② 消費者への啓発活動

(出所)農林⽔産省｢⾷品ロス及びﾘｻｲｸﾙをめぐる情勢｣
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End of document

本資料は、現時点で⼊⼿可能な公開情報を、弊社においてその正確性および網羅性等を独⾃
に検証することなく作成されており、本件検討の基礎となる各前提事実、仮定およびその他情報
等に関して社外的に意⾒を表明するものではありません。弊社は本資料によって、本件に関して
貴社において検討中の取引等が適当であるかについて判断するものではありません。
なお、本資料の⼀部または全部を、当社の許可なく複写、複製等することを固くお断りいたします。
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